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2022年 4月28日 

各 位 

 会 社 名 東海カーボン株式会社 

 代表者名 代表取締役社長 長坂 一 

           （コード番号 5301 東証プライム） 

 問合せ先 取締役執行役員経営企画部長 辻 雅史 

 （TEL．03-3746-5228） 

 

連結子会社株式の追加取得の決定に関するお知らせ 

 

当社は、2022年4月27日開催の臨時取締役会において、連結子会社であるTokai Carbon Korea Co., Ltd.

（以下、「TCK」社）の株式を追加取得することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式取得の理由 

 TCK 社の経営安定化並びに東海カーボングループの企業価値向上を図るため、当社に次いで第 2 位の株主で

ある KC Co., Ltd.（以下、「KC」社）の保有する同社株式 35 万株を追加取得いたします。これにより当社の

TCKに対する議決権所有割合は44.4%から47.4%となります。 

 

２．株式を追加取得する連結子会社の概要（2022年4月27日時点） 

（１） 名称 Tokai Carbon Korea Co., Ltd. 

（２） 所在地 
71, Gaejeongsaneopdanji-ro, Miyang-myeon, Anseong-si, Gyeonggi-do, 

Republic of Korea 

（３） 代表者 President/CEO Young-Hee Kim 

（４） 事業内容  炭素黒鉛製品及びCVD-SiCコーティング製品の製造販売 

（５） 資本金 5,838百万ウォン 

（６） 設立年月日 1996年 8月7日 

（７） 大株主及び持株比率 
東海カーボン株式会社（44.4%） 

KC Co., Ltd.（14.18%） 

（８） 
当社及び当該会社と 

の間の関係 

資本関係 
当社は TCK 社の発行済株式総数の 44.4%に相当する

5,183,250株を保有しております。 

人的関係 当社の役員及び社員2名が役員に就任しています。 

取引関係 
当社製品を販売しております。また製造技術に関するライ

センス契約を締結しております。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名称 KC Co., Ltd. 

（２） 所在地 
39, Je2gongdan, 2-gil, Miyang-myeon, Anseong-si, Gyeonggi-do, 

Republic of Korea 

（３） 代表者の役職・氏名 CEOs Sang Geol Koh, Kwan Tack Lim 

（４） 事業内容  半導体製造装置の製造・販売・研究開発 

（５） 資本金 6,777百万ウォン 

（６） 設立年月日 1987年 2月16日 

（７） 純資産 747,305百万ウォン 

（８） 総資産 964,516百万ウォン 
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（９） 大株主及び持株比率 Ko, Suk-Tai（33.7%） 

（10） 
当社及び当該会社と 

の間の関係 

資本関係 

当社は KC 社の発行済株式総数の 0.8%に相当

する104,525株を保有しております。また、

KC 社は当社の発行済株式総数の 0.1%に相当

する257,521株を保有しております。 

人的関係 記載すべき人的関係はありません。 

取引関係 記載すべき取引関係はありません。 

関連当事者への該当状況 記載すべき該当状況はありません。 

 

４．取得株式に係る議決権割合、取得価額及び取得前後の議決権割合の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

5,183,250株 

（議決権の数：5,183,250個） 

（議決権所有割合：44.4%） 

（２） 取得株式数 
350,000株 

（議決権の数：350,000個） 

（３） 取得価額※ 48億円 

（４） 異動後の所有株式数 

5,533,250株 

（議決権の数：5,533,250個） 

（議決権所有割合：47.4%） 

※ 1 株あたりの取得価格は2022 年 4 月 27 日の終値とし、取得価額の換算レートは 1ウォン＝0.0973 円とし

て算出しております。 

 

５．日程 

（１） 取締役会決議日 2022年 4月27日 

（２） 契約締結日 2022年 4月27日 

（３） 株式取得完了日 2022年 5月11日（予定） 

 

６．本件に伴う業績への影響 

 本件による2022年 12月期連結業績への影響は軽微です。        

以 上 


